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原著論文

起業家教育に向けた地域連携型起業 
体験プログラムの実施と教育効果

樋 口 大 輔＊

要旨：起業家教育に向けた体験型プログラムの効果検証を行う。具体的には、千葉市および四街道
市と東京情報大学が共催する「中学生のための起業体験講座」において継続的に取得されたデータ
を検証し、３年間にわたって取得されたデータの分析を行い、年度間における結果の比較を行う。
それに基づいて、起業体験プログラムの教育効果の有効性および地域連携で実施することの意義を
検討する。
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Abstract: In this paper, we discuss how education and leaning can foster entrepreneurial mindsets. We 
develop an educational program for children for entrepreneurship experiences and test if the program achieves 
intended educational goals, focusing on development of effective programs and measurements of the achieve-
ments based on three-years data.
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１．はじめに

本研究は，起業家教育を意図した体験型プログラ
ムの教育効果の量的な検証を行うものである。具体
的には，千葉市および四街道市と東京情報大学が共
催する「中学生のための起業体験講座」において，
起業家の育成につながる教育効果が挙げられてきて
いるかどうか，参加者へのアンケート調査により３
年間継続的に収集したデータを用いて検証する。
日本においても起業家教育は，社会および経済の
活性化のために重要なことであるとの認識が高まっ
ている。特に若年層から起業につながる知識や経験
を提供する場を設け，将来の起業家の育成を行う試
みへの関心は高い。千葉市や四街道市においても，
そのような関心から初等教育段階から起業への意識
を促す取り組みを行ってきており，「中学生のため
の起業体験講座」もその一環として開発され実施さ
れてきている。
同講座の効果検証については，樋口（2017）［10］
において行われており，起業に関する諸要素を刺激
しうるという点において，一定の成果が見られるも
のと結論付けられている。すなわち，受講者から取
得したデータにより，起業家のマインドの構成要素
となる「積極性」「経営の知識」「経済感覚」の３要
素が刺激されうることが示され，疑似的に起業体験
を行うことによって起業家意識が刺激される可能性
が示された。本稿においては，データ取得期間を３
年間に伸ばし，樋口（2017）［10］の分析結果の再現
性の確認を行うことによって教育効果の検証を補強
することを目的とする。
起業家の育成を謳うプログラムは全国各地で行わ
れている。しかし，その教育効果を具体的に明らか
にした例は少なく，多くが参加者の感想を収集する
程度の検証にとどまっている現状に変化は見られな
い。また，長期にわたって実施されている起業体験
プログラムはさらに少なく，参加者が安定的に集め
られないなどの理由により単発の実施で終わってい
る例も少なくない。そのような中，本研究の分析対
象となる起業体験プログラムのような，同じ枠組み
のプログラムを複数年にわたって継続して実施して
おり，かつ参加者から取得したデータに基づく効果
検証を継続的に行っている例は，日本の研究では他
に見られない。

以下，本稿においては，近年の日本における起業
をめぐる環境を再確認し，実行した起業体験プログ
ラムの位置づけおよび意義の再確認を行う。そのう
えで，３年間で継続して取得してきたデータの分析
を行い，その結果をまとめる。最後に，複数年にわ
たる教育効果の分析を踏まえて，同講座の成果およ
び同種の起業体験プログラム開発および起業家教育
への示唆をまとめる。

２．起業をめぐる状況と起業家教育

２．１　日本における起業の現状
「失われた20年」と言われる経済の長期停滞から
の脱却，成長戦略を示した日本経済再生本部（2013）
［8］では，起業を促進することによる産業基盤の革
新が最重要課題のひとつに挙げられた。その目標と
して開業率・廃業率を10％台に上昇させることが目
指されている。それからしばらく時間が経ち，日本
人の起業に対する意識はどのように変化しているだ
ろうか。
日本政策金融公庫（2017）［9］によれば，日本人の
起業に対する態度は一向に変化するきざしが見られ
ない。同調査は，2013年から全国の幅広い年齢層の
男女25,000人～40,000人ほどを対象に「起業家」（自
分が起業した事業を営む人），「起業関心層」（事業
を経営したことはないが起業に関心がある人），「起
業無関心層」（事業を経営したこともなく起業に関
心がない人）の割合と内容を継続して分析してきて
いる。2017年度調査では「起業関心層」は全体12.0％，
「起業無関心層」は64.3％となっており，2013年から
の５年間の傾向は前者が減少傾向，後者が増加傾向
にある。すなわち，年を追うごとに起業への関心が
薄くなってきているのである。
国際的にみても日本は起業家の育成に後れを 
とっている。起業活動の国際比較調査であるGlobal 
Entrepreneurship Monitorにおいても，日本は起業活
動が世界で最も低調な国のひとつの中に位置付けら
れている（GEM 2012）［2］。さらに以前の資料を探せ
ば，European Commission（2006）［3］では既に，初等
教育から大学までの一連の教育課程が，将来起業を
志すマインドセットに大きく影響するとの認識から，
ヨーロッパ諸国における包括的な起業家教育が推奨
され，積極的に取り組まれてきている状況が報告さ
れている。もちろん，日本はそのような状況にない。
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２．２　起業家教育の現状と既存研究
そのような中，日本では「いかに起業家を育成す
るか？」に対する模索が続いている。
起業家とは，「事業機会を認識し，その事業機会を
実現するために組織を作り上げる人」（Bygrabe and 
Zacharakis （2008）［1］）と定義される。一般的な起業
家像には，リスクがあり不確実性が高い環境の中で
チャンスを発見し，多くの人を巻き込みながら成功
するまで事業を続けるという要素が含まれている。
このような起業家を教育によって生み出そうとす
る起業家教育は，単純な会社経営の知識やノウハウ
の伝達にとどまらず，起業家としてのマインドと能
力，そして経済的なスキルの開発が含まれ，起業に
関する諸側面を網羅することを指向する。その対象
も，将来の起業家としての若年層から，実際に起業
に向けて動き出したい社会人まで，幅広く捉えるこ
とができる。本研究では若年層に向けた起業家教育
に限定して論を進める。
日本の起業家教育は，教授法や教材研究もまだ緒
についたばかりであり，教育対象の設定や教育の評
価方法の開発も今後の大きな課題であるというのが
現状である。青木（2014）［4］が指摘するように，日
本では，起業家教育によってどのような効果が生ま
れ，それをどのように測定し，評価するかは未だ明
らかになっていないうえ，起業家教育そのものの目
的や内容も明確化されておらず，対象である学生に
とっても理解しがたいものに留まっている。
小・中学生を対象とした起業家教育に関する髙宮

（2016）［7］の指摘も同様である。髙宮は，日本に適し
た起業家教育モデルが確立されていないため，どの
ような起業家教育を実施すれば良いのか分からない
こと，導入および運営方法に関するノウハウや情報
が不足していること，起業家教育の必要性が関係者
（教員，児童生徒，保護者，教育委員会）に十分に
理解されていない，もしくはそれらの関係者の関心
が低いということが普及を滞らせている可能性があ
るという現状を明らかにし，起業家教育の実施主体
がいかに対処してきているのかをまとめている。し
かしながら，起業家教育の効果やインパクトに関し
ては，その検証の必要性を指摘するに留まっている。
樋口（2017）［10］は，日本における小学生から大
学生を対象とした起業家教育プログラムの現状およ
び問題点を以下のようにまとめている。

まず，日本で多く見られる起業家教育の実施形式
は次の通りである。
講義型……会社経営者などを講師として講義を行
う。
職場体験型……企業で研修などを行うことにより
仕事を実体験する。
経営シミュレーション型……ボードゲームや模擬
的な株の売買などを行う。
企業経営体験型……実際に商品を売買して企業運
営を模擬的に行う。

これらはそれぞれ一長一短があり，それぞれの有
効性があるものと考えられる。しかし，近年活発に
なってきている企業経営体験型では特に，実施件数
はある程度の数が見られるが，その教育効果の検証
が十分に行われていない問題が指摘できる。起業家
教育の効果について，その検証が行われている例は
小谷（2014）［5］，平井（2015）［11］に見ることがで
きるが，いずれも事後のアンケート集計に終わって
おり，教育の結果，何がどのように変化したのかと
いう検証が行われていない。
その理由として考えられるのは，①教育効果の分
析が実施主体の主たる目的ではない（教育色あるイ
ベントの単発実施）ことがあること，②分析が行わ
れていたとしても，あくまで内部情報としてまとめ
られているにとどまっている，といったものである。
樋口（2017）［10］では，そのような問題意識に基
づいて新たに開発された起業体験プログラムを実施
し，その教育効果について分析を行っている。その
結果，会社経営に関する知識向上という面では教育
効果があることが明らかとなり，継続したデータ収
集と分析の必要性を訴えた。
２．３　本研究の関心
本研究は，樋口（2017）［10］において行われた，
起業体験プログラムの教育効果の検証を継続して行
うことが目的である。
同プログラムは，同じ形式で継続して実施されて
おり，かつデータ収集も行われてきている。その枠
組みを用いれば，既存の起業家教育プログラムにお
いて教育効果を分析する際に直面する問題である，
「単発イベントで終わり，継続してデータ収集でき
ない」「データ収集および分析の仕組みが組み込ま
れていない」「参加者集めの問題などから，継続が
困難」といった点がすべて解決しており，既存研究
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にはない継続したデータをもとに教育効果の分析を
行うことができる。
したがって本研究は，単年度のデータによって行
われた樋口（2017）［10］の分析を複数年度にて行い，
分析結果の再現性を中心に検討を行うこととする。
その結果を踏まえて，起業家教育の研究に関する示
唆を行う。

３．起業体験プログラムの実施状況

上記のような背景をもとに，中学生向けの起業体
験プログラムである「中学生のための起業体験講
座」（以下，「本プログラム」と呼ぶ）は企画され，
実行されている。2013年から始まった本プログラム
は第６回目が実施されているところであり，地域の
中学校のなかでも定番のイベントとして存在感を確
立している。プログラム内容の検討過程については
樋口（2017）［10］で詳述したため，以下ではその概
要および現在までの実施状況をまとめる。
３．１　プログラム概要
（１）受講対象
千葉市若葉区および四街道市の中学校に通う中学
生（学年不問）。
（２）教育目標
起業のプロセスの理解や経営の仕組みおよびそこ
に携わる人々の役割の理解，コミュニケーション，
チームワークを促進することに主眼を置き，具体的
な知識の伝達だけでなく，知識や能力に関する自己
評価を高めることを目標とする。すなわち，体験講
座であるのだから，知識として持っていることを実

践している・実践できたという意識を高めることに
重点を置く。
（３）実施内容
地域祭りである「若葉区民まつり」にて出店する
模擬店を，ひとつの会社に見立てて起業し，事業計
画，資金調達，事業実施，清算までの一連の過程を
全４日程で体験する（表３－１）。
プログラムの前半は座学である。第１日目は，起
業の意義の確認と会社経営，地域について学ぶ。事
業計画を立てるうえで区民まつりに関する情報が必
要となるため，行政の担当者から地域の現状の説明
とともに事業環境としての区民まつりの情報が与え
られる。第２日目は，事業計画書の作成と資金調達
が目的である。現役の経営者からアドバイスを受け
ながら事業計画書を作成し，投資家役へプレゼン
テーションを行う。投資家役は，事業の実現可能性
や実現への創意工夫を評価して資金を「投資」する。
後半のプログラムは，店舗運営の準備に充てられ
る。第３日目は，調達した資金を使って材料や資材
を購入する。大型の機材のような事前に準備が必要
なもの以外すべて中学生自らがスーパーや雑貨店を
巡って購入する。第４日目は区民まつりへの出店と
事業の清算を行う。公認会計士のサポートを受けな
がら貸借対照表および損益計算書などを作成し，事
業成果の確認と清算を行うことですべてのプログラ
ムが終了する。
若年層向けの他の起業体験プログラムと大きく異
なるのは，模擬店の運営という形で行っているた
め，すべて現金を用いている点である。

表３－１　プログラム概要

日程 テーマ 内容

１日目
（10月上旬）

起業と会社経営および地域に
ついての学習

・起業の意義に関する講義
・事業環境の調査（区民まつりの情報提供）
・チーム結成と役職決め

２日目
（10月中旬） 事業計画の作成と資金調達

・現役経営者からのアドバイス
・会社の設立と登記
・事業計画書の作成
・投資家へのプレゼンテーションと資金調達

３日目
（11月上旬） 出店の準備

・仕入れと資材の調達
・店舗運営方法の確認
・試作

４日目
（11月上旬） 区民まつり実施と事業清算

・区民まつりにて事業の実施
・帳簿の作成と会計士による監査
・清算手続き
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（４）教育効果分析の方法
教育効果の分析のために収集するデータは参加者
に対するアンケート調査によるもので，収集タイミ
ングはプログラム開始前後の２回である。第１日目
の始めに事前アンケートを実施し，プログラム終了
時に事後アンケートを行う。事前事後の２時点で収
集したデータの差分をとることにより，効果を測定
する方法である。
アンケート内容は15項目である。15項目は，経済
や経営に関するもの，プレゼンテーションやチーム
ワークや積極性に関連するもの，いずれも起業家の
マインドと深く関連する項目を網羅的に含めてい
る。次の15項目の質問に対し，それぞれ10点満点で
自己評価をしてもらう。
①お金の管理ができる
②無駄使いをしないよう意識している
③効率的にお金を使うことができる
④社会の中のお金の流れがイメージできる
⑤身の回りにある物の値段を知っている

⑥社長の役割を知っている
⑦銀行の役割を知っている
⑧投資家の役割を知っている
⑨会計士の役割を知っている
⑩株式会社の仕組みを知っている
⑪プレゼンテーションができる
⑫仲間とのコミュニケーションができる
⑬新しいことにチャレンジできる
⑭何かを調べたり，考えたりできる
⑮何かに根気よく取り組むことができる

３．２　実施状況
各回の参加人数および出店品目を表３－２に示す。
毎回10～20名程度の参加者が集まり，２ないし３
チームに分かれて会社を設立し，出店している。
2014年度は最終日が雨天のため区民まつりが中止と
なり，予定していた事業の実施や清算を行うことは
できなかった。2017年度は，事業計画の結果，食品
ではなく縁日での出店となっている点が異なる。保
健所その他，経営者など講師役のスケジュールに対

事業計画書の作成

投資家へのプレゼンテーション
図１　起業体験プログラム

事業の実施

公認会計士による監査
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応した実施順序の変更はあったが，開催ごとの実施
内容に大きな違いはない。
また，第３回目の実施以降，教育効果分析のため
のデータ収集が行われている。したがって，分析可
能なデータは３年分取得されている。

４．プログラムの評価と教育効果の検証

2015年度（第３回）から2017年度（第５回）にお
ける本プログラムの評価と，教育効果の検証を行
う。基本的な分析枠組みは樋口（2017）［10］と同様
とし，年度ごとの分析結果の比較を行っていくこと
にする。
４．１　プログラムの評価
参加者本人と保護者に対して本プログラムの感想
を求めるアンケートを行い，３年間を通して合計35
件の回答を得た。その結果，ほぼ全員から好意的な
評価を得られていることが明らかとなった。例え
ば，保護者に対する「この講座にお子様が参加して
良かったと思いますか？」という質問に対しては，
34件が「思う」，１件が「わからない」と回答して
いる。参加者の回答も同様であった。
親子間で仕事や職業観について話題にする機会を
刺激することにも成果があった。保護者に対して，

講座に参加した前後で，子どもと仕事や職業観につ
いて会話することが増えたかを尋ねたところ，７件
が「増えた」，14件が「少し増えた」，残りが「変わ
らない」との回答であった。
４．２　教育効果の検証
３年度分のアンケート調査の回答から，本プログ
ラムの教育効果を検証する。報告する分析結果のう
ち，2015年度のものは樋口（2017）［10］において既
に報告済みの結果であるが，2016年度および2017年
度との比較のために再度ここに掲載する。
分析対象となる参加者は，2015年度が19名，2016
年度が14名，2017年度が16名となったが，事前事後
の両方のデータを取得できたのはそれぞれ16名，８
名，８名である。以下の分析では，欠損値を考慮し
ながら分析可能な最大サンプルによる結果を示す。
（１）質問項目ごとの分析
質問した全15項目について，事前事後における変
化を，対応あるサンプルのｔ検定により分析した
（表４－１）。各年度における傾向は以下の通りであ
る。
2016年度においては，「身の回りにある物の値段
を知っている」以外の全ての項目で事前よりも事後
の平均値が高くなっている。「社会の中のお金の流

表３－２　各回の参加人数とチーム，販売品目

第１回目（2013年）　11名 被投資額（円） 売上高（円）
チームA（５名）　タピオカジュース 50,000 60,200
チームB（６名）　フルーツ盛り合わせ 60,000 41,440

第２回目（2014年）　20名
チームA（３名）　タピオカジュース 35,000 ──
チームB（９名）　サーターアンダギー 20,000 ──
チームC（８名）　アップルパイ 30,000 ──

第３回目（2015年）　19名
チームA（６名）　アップルパイ・お好み焼き串・タピオカジュース 43,000 70,190
チームB（５名）　野菜スムージー 45,000 49,750
チームC（８名）　サーターアンダギー 25,000 30,850

第４回目（2016年）　14名
チームA（５名）　たい焼き 20,000 14,900
チームB（４名）　ホットサンド 29,000 29,600
チームC（５名）　揚げスイートポテト 20,000 20,610

第５回目（2017年）　16名 
チームA（４名）　ボールビンゴ ゲーム 25,000 68,400
チームB（６名）　プラバンとボールゲーム 12,000 22,900
チームC（６名）　射的 18,000 55,000
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れがイメージできる」「投資家の役割を知っている」
をはじめとする６項目の有意差が認められた。
2017年度においては，15項目すべてで事前よりも
事後の平均値が高くなっているなか，９項目で有意
差が認められた。特に，「社長の役割を知っている」
「銀行の役割を知っている」「投資家の役割を知って
いる」といった会社経営に関する知識において，そ
の上昇が顕著である。
３年間を比較すると，いずれの年度においても有
意差が認められた項目が５つある。すなわち，「社
会の中のお金の流れがイメージできる」「投資家の
役割を知っている」「会計士の役割を知っている」
「株式会社の仕組みを知っている」「プレゼンテー
ションができる」である。これらの結果は，本プロ
グラムの体験を通して，会社経営に関する知識の向
上と，銀行や投資機関，会社を軸に経済の仕組みへ
の理解が進んだことを示しており，その結果の再現
性があることがわかった。
（２）因子分析
質問した15項目の中で，特にどのような分野にお
いて効果があったのかを明らかにするために，15項
目について因子分析を行った（表４－２）。因子の
抽出には固有値が1.0を超えるものを残し，どの因

子にもグループ化できないと判断された項目は削除
するという方法を用いた。各年度における結果は以
下の通りである。
2016年度は，11項目からなる３因子が確認された。
第１因子を構成する項目は「社会の中のお金の流
れがイメージできる」「身の回りにある物の値段を
知っている」「新しいことにチャレンジできる」「何
かを調べたり，考えたりできる」の４項目である。
これらの項目の内容から，この因子を「積極性」と
呼ぶことにする。
第２因子を構成する項目は「お金の管理ができ
る」「無駄使いをしないよう意識している」「効率的
にお金を使うことができる」「仲間とのコミュニ
ケーションができる」の４項目である。これらの項
目の内容から，この因子を「経済感覚」と呼ぶこと
にする。
第３因子を構成する項目は「銀行の役割を知って
いる」「会計士の役割を知っている」「株式会社の仕
組みを知っている」の３項目である。これらの項目
の内容から，この因子を「経済感覚」と呼ぶことに
する。
2017年度も，11項目からなる３因子が確認された。
第１因子を構成する項目は「プレゼンテーション

表４－１　平均値の比較

2015年度（N＝16） 2016年度（N＝８） 2017年度（N＝８）

設問
事前調査
平均値
（s.d.）

事後調査
平均値
（s.d.）

有
意
差

事前調査
平均値
（s.d.）

事後調査
平均値
（s.d.）

有
意
差

事前調査
平均値
（s.d.）

事後調査
平均値
（s.d.）

有
意
差

①お金の管理ができる 8.25（1.18） 8.38（1.20） n.s. 7.25（1.83） 8.75（0.89） n.s. 7.63（2.20） 8.50（2.00） n.s.
②無駄使いをしないよう意識している 8.50（1.59） 8.63（1.09） n.s. 7.75（2.49） 8.38（1.60） n.s. 6.38（2.77） 7.25（2.49） n.s.
③効率的にお金を使うことができる 7.63（1.54） 8.19（1.28） n.s. 6.88（2.10） 8.38（1.69） n.s. 6.50（2.20） 7.38（2.33） n.s.
④社会の中のお金の流れがイメージできる 6.25（1.84） 7.88（1.20） ＊＊ 6.25（1.28） 8.13（1.25） ＊ 6.50（2.39） 8.38（1.41） ＊

⑤身の回りにある物の値段を知っている 6.88（1.78） 7.81（1.76） n.s. 8.13（1.46） 7.75（1.49） n.s. 7.00（2.07） 8.88（1.36） ＊

⑥社長の役割を知っている 5.38（2.60） 8.38（1.15） ＊＊ 6.25（1.75） 8.38（1.30） n.s. 4.88（1.46） 9.25（1.04） ＊＊＊

⑦銀行の役割を知っている 6.06（1.77） 8.25（1.00） ＊＊ 7.13（0.99） 7.88（1.25） n.s. 4.75（2.38） 9.38（1.06） ＊＊

⑧投資家の役割を知っている 5.19（1.83） 8.50（1.10） ＊＊＊ 5.38（1.92） 8.50（0.76） ＊＊ 3.13（2.53） 9.38（1.06） ＊＊＊

⑨会計士の役割を知っている 4.88（2.45） 8.31（1.08） ＊＊＊ 5.00（2.00） 8.36（0.92） ＊＊ 1.88（1.80） 9.25（1.04） ＊＊＊

⑩株式会社の仕組みを知っている 4.56（1.79） 8.00（1.32） ＊＊＊ 5.38（2.13） 7.75（0.89） ＊ 3.13（3.23） 9.13（1.13） ＊＊

⑪プレゼンテーションができる 5.88（1.63） 7.75（1.39） ＊＊＊ 5.38（2.07） 7.25（1.49） ＊ 6.25（2.92） 8.88（1.64） ＊＊

⑫仲間とのコミュニケーションができる 7.38（1.36） 8.50（1.63） ＊＊ 6.75（1.39） 8.63（1.30） ＊ 7.88（2.70） 9.25（1.04） n.s.
⑬新しいことにチャレンジできる 7.56（1.82） 8.50（1.41） ＊＊ 7.25（1.49） 8.38（1.19） n.s. 7.50（3.12） 9.38（0.92） n.s.
⑭何かを調べたり，考えたりできる 7.81（1.56） 8.38（1.54） n.s. 7.13（1.81） 8.38（1.41） n.s. 8.75（2.31） 9.63（0.74） n.s.
⑮何かに根気よく取り組むことができる 7.38（2.13） 7.97（2.14） n.s. 7.63（1.60） 8.50（1.07） n.s. 7.38（2.83） 9.38（1.19） ＊

＊＊＊： p<0.001
＊＊： p<0.01
＊： p<0.05
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表４－２　因子分析（事前調査データによる）＊

2015年度（N＝16）

設問 信頼性係数
（α）

因子１
「積極性」

因子２
「経営の知識」

因子３
「経済感覚」

⑤身の回りにある物の値段を知っている 0.95 0.93
⑫仲間とのコミュニケーションができる 0.77
⑬新しいことにチャレンジできる 0.92
⑭何かを調べたり，考えたりできる 0.91
⑮何かに根気よく取り組むことができる 0.90
⑥社長の役割を知っている 0.88 0.87
⑦銀行の役割を知っている 0.79
⑧投資家の役割を知っている 0.85
⑨会計士の役割を知っている 0.83
①お金の管理ができる 0.89 0.73
②無駄使いをしないよう意識している 0.93
③効率的にお金を使うことができる 0.87

固有値 5.90 2.79 2.17
寄与率 39.30 18.56 14.46
累積寄与率 39.30 57.83 72.30

2016年度（Ｎ＝14）

設問 信頼性係数
（α）

因子１
「積極性」

因子２
「経済感覚」

因子３
「経営の知識」

④社会の中のお金の流れがイメージできる 0.94 0.84
⑤身の回りにある物の値段を知っている 0.88
⑬新しいことにチャレンジできる 0.77
⑭何かを調べたり，考えたりできる 0.82
①お金の管理ができる 0.91 0.92
②無駄使いをしないよう意識している 0.76
③効率的にお金を使うことができる 0.85
⑫仲間とのコミュニケーションができる 0.79
⑦銀行の役割を知っている 0.87 0.72
⑨会計士の役割を知っている 0.70
⑩株式会社の仕組みを知っている 0.84

固有値 9.33 1.99 1.21
寄与率 62.21 13.24 8.05
累積寄与率 62.21 75.45 83.50

2017年度（Ｎ＝８）

設問 信頼性係数
（α）

因子１
「積極性」

因子２
「経済感覚」

因子３
「経営の知識」

⑪プレゼンテーションができる 0.94 0.83
⑫仲間とのコミュニケーションができる 0.97
⑬新しいことにチャレンジできる 0.96
⑭何かを調べたり，考えたりできる 0.89
⑮何かに根気よく取り組むことができる 0.79
①お金の管理ができる 0.87 0.89
②無駄使いをしないよう意識している 0.86
③効率的にお金を使うことができる 0.91
④社会の中のお金の流れがイメージできる 0.76
⑧投資家の役割を知っている 0.97 0.98
⑩株式会社の仕組みを知っている 0.97

固有値 5.61 3.61 3.28
寄与率 37.38 24.05 21.89
累積寄与率 37.38 61.43 83.32

※バリマックス回転を行っている
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ができる」「仲間とのコミュニケーションができる」
「新しいことにチャレンジできる」「何かを調べた
り，考えたりできる」「何かに根気よく取り組むこ
とができる」の５項目である。これらの項目の内容
から，この因子を「積極性」と呼ぶことにする。
第２因子を構成する項目は「お金の管理ができ
る」「無駄使いをしないよう意識している」「効率的
にお金を使うことができる」「社会の中のお金の流
れがイメージできる」の４項目である。これらの項
目の内容から，この因子を「経済感覚」と呼ぶこと
にする。
第３因子を構成する項目は「投資家の役割を知っ
ている」「株式会社の仕組みを知っている」の２項
目である。これらの項目の内容から，この因子を
「経営の知識」と呼ぶことにする。
３年間の因子分析を比較すると，いずれも同じよ
うな３因子が確認され，因子を構成する項目も多く
が一致している。したがって，使用した15項目から
得られる因子はほぼ同じ３種類であり，これらの出
現は比較的安定しているといえる。
（３）各因子の変化の分析
因子を構成する項目の平均値をとることで合成変

数を作成し，プログラム体験前後における変化を分
析した。すなわち，「積極性」については，2016年
度は該当する４項目，2017年度は５項目の平均値を
事前および事後でそれぞれ計算し，その変化を対応
あるサンプルのｔ検定により分析した。「経営の知
識」および「経済感覚」についても同様である。表
４－２に示される通り信頼性係数は高く，このよう
にして合成変数を作成することによる分析上の問題
はないと判断される。
表４－３は年度ごとに合成変数の変化を示したも
のである。
2015年度は，３因子のうち「積極性」と「経営の
知識」については，プログラム体験前後で有意に平
均値が上昇している。しかし，「経済感覚」につい
ては，有意差は認められなかった。2016年度におい
て有意差が認められた因子は「経営の知識」のみで
ある。2017年度では，「積極性」と「経営の知識」
が有意に上昇している。
これらの結果は，本プログラムは知識の伝授とい
う面では成功しているが，起業家につながる経済感
覚の養成や行動力の刺激という側面では必ずしも期
待する成果をあげていないことが示唆されている。

表４－３　合成変数の変化

2015年度（Ｎ＝16）

因子 事前調査
（平均値，s.d.）

事後調査
（平均値，s.d.） 有意差

１．「積極性」 7.40（1.60） 8.23（1.51） ＊＊＊

２．「経営の知識」 5.38（1.90） 8.36（0.97） ＊＊＊

３．「経済感覚」 8.13（1.31） 8.40（1.04） n.s.

2016年度（Ｎ＝８）

因子 事前調査
（平均値，s.d.）

事後調査
（平均値，s.d.） 有意差

１．「積極性」 7.20（1.34） 8.18（1.01） n.s.
２．「経済感覚」 7.18（1.70） 8.56（0.93） n.s.
３．「経営の知識」 5.84（1.56） 8.01（0.78） ＊

2017年度（Ｎ＝８）

因子 事前調査
（平均値，s.d.）

事後調査
（平均値，s.d.） 有意差

１．「積極性」 7.55（2.51） 9.30（0.91） ＊

２．「経済感覚」 6.78（2.04） 7.89（1.65） n.s.
３．「経営の知識」 3.13（2.86） 9.25（1.07） ＊＊

＊＊＊： p<0.001
＊＊： p<0.01
＊： p<0.05
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５．発見事実と考察

起業家教育の研究においては，青木（2014）［4］や
髙宮（2016）［7］において指摘される通り，教育内容
の検討や教育の評価方法の開発が大きな課題となっ
ている。本研究は，新たに開発したプログラムを用
いながら，その課題への示唆を与えることが目的で
あった。単年度における本プログラムの効果につい
ては既に樋口（2017）［10］において検証が行われて
いるため，以下ではデータ取得期間を複数年に伸ば
したうえでの結果の再現性の確認とそれを踏まえた
起業家教育への示唆および考察を行う。
５．１　発見事実
本研究の発見事実をまとめると，次のようになる。
まず，３年間を通した分析結果の再現性という点
について，本研究の分析は概ね一貫した結果を示し
ているといえる。
事前および事後による平均値の差の分析結果は，
全15項目中で有意差が認められた項目に共通点が
あった。特に，会計士の役割や株式会社の運営と
いった，説明を聞いたうえで実際に実行してみた
り，実物に接したりした部分には明確な有意差が見
られ，知識が実体験を通してさらに理解が深まった
ことが示されていた。
また，因子分析の結果として見られた３因子はい
ずれも類似する内容のものであり，構成する質問項
目に若干の相違はあるが，３年間を通して概ね共通
の因子が抽出されたといえる結果である。合成変数
の変化の傾向も類似しており，経営の知識という因
子はいずれの年度でも有意差が見られた。積極性も
２つの年度において有意差が確認された。
この結果は，本プログラムと同内容を引き続き実
施しても，同様の結果が得られる可能性が高いこと
を示しているといえる。すなわち，経営に関する知
識向上は安定して行うことが可能で，積極性を刺激
する教育効果もあるかもしれない，という効果のあ
るプログラムと評価できる。
しかし一方で，いずれの年度においても有意差が
確認できなかった項目もあり，その側面については
本プログラムでは教育効果を期待することは難しい
との結論となろう。すなわち，目標とされた教育効
果のうち，金銭感覚の刺激は，本プログラムでは明
確な効果が得られないということになる。今後，プ

ログラム内容の改変を検討する際，意図する教育効
果の再設定あるいは本プログラムの内容の再検討が
必要とされる部分である。
総合して，本プログラムは，起業家教育プログラ
ムとして中学生に起業家へとつながる要素を刺激す
ることに成功しているとまとめることができるだろ
う。
５．２　起業家教育および研究への示唆
本研究は，日本の起業家教育の研究において指摘
されてきた問題点に示唆を与えるものでる。以下，
主たる関心である起業家教育の内容，効果検証の方
法，起業家育成への可能性という点について考察す
る。
（１）起業家教育の内容
高橋（2016）［6］にあるように，起業家教育が育成
する知識は，一度だけしか起きない現象，やり直し
ができない状況のもとで，今まで学んだ知識を最大
限に活用して状況を把握し，最善の解決策を考え，
実行するための知識であり，このような知識の取得
を目指しているのが起業家教育である。具体的に
は，会社経営の知識やノウハウの伝達，起業家とし
てのマインドと能力，そして経済的なスキルの開発
が含まれる。
本研究は，それらの諸要素のうち，以下の点につ
いては短期のプログラムでは刺激しにくい側面があ
ることが発見された。すなわち，体験を通した知識
の向上やマインドの高揚という部分では明らかな効
果を見ることができるが，起業家の一要素である経
済的なスキルや能力を短期の体験を通して向上させ
ることは難しいのではないかということである。
今後，効果的な起業家教育プログラムを設計する
際は，長期的な教育の中で行うのか，短期のイベン
トで行うのかによって教育内容を選択する必要があ
るだろう。１日限りの体験プログラムでは，知識の
伝達に集中させたほうが効果を上げやすいといえる。
（２）効果検証の方法
起業家教育の分野においては，効果検証に関する
研究の蓄積が十分でないこともあり，適切な効果検
証に関する議論が行われるに至っていないのが現状
である。既存研究には次のような問題があった。
まず，教育の効果測定において前後の変化を捉え

ていない点である。教育効果を検証するのであれば，
教育を行う前後の変化を測定しなければならない。
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小谷（2014）［5］，平井（2015）［11］において見られ
るような，事後のアンケート調査のみでは，教育に
よる成果は明らかになっても，効果を測定したこと
にはならないのではないか。それゆえ，本研究では，
前後にアンケートを実施することにした。
次に，どのような項目を測定するのか，必ずしも
明確な基準がなかったことである。起業家を構成す
る側面は多様であり，教育プログラムの効果も多様
な側面に現れる可能性がある。しかしながら，既存
研究ではアンケートの質問項目といった，測定項目
の決定プロセスが明確ではなく，単純にプログラム
の実施者が知りたい項目を選んだだけとなっている。
これらの問題へ向けて，本研究ではまず因子分析
により補足可能な側面を明確にしたうえでその変化
を分析するというアプローチを採った。その結果，
プログラム内容が起業家を構成する要素のどの側面
を刺激するのか明確にしながら分析することができ
たといえる。
（３）起業家育成へ可能性
起業家教育の最終的な目的は，起業家を育成する
ことである。受講対象が中学生である本プログラム
は，即座に起業という行動が発生するような効果を
意図するものではない。あくまで，将来のいずれか
の段階で，選択肢のひとつに起業というものを含め
て考えられるよう，そのきっかけ作りという意味で
の育成を意図した。
分析結果からは，企業経営の知識を伝えることに
は成功していることが示されているし，企業を取り
巻くさまざまな人物の役割に関する知識も伝わって
いるように見える。それでは，本プログラムから得
られる経験は，起業マインドを高めることにつな
がっているのだろうか。参加者アンケートの中に，
次のようなコメントがあった。
「起業することは，意外に身近なものだと感じた」
「この体験を通して少し（起業を）身近に感じる
ことができるようになった」
まだ少数であったが，参加した中学生の中に起業
を身近に感じることができたという感想が見られ
た。今後の課題は，起業を身近に感じることができ
たという回答を増やすためのプログラムの改善を進
める一方で，ここで刺激された起業マインドを，次
の段階へつなげる仕組みを作ることである。

５．３　地域連携による起業家教育を行うことの意義
若い世代で刺激された起業家マインドを次の段階
へつなげることにおいて，千葉市および四街道市と
いった行政との連携によりプログラムを実行できる
体制にあることの意義は，きわめて大きい。
千葉市は，「ちばっ子商人スクール事業」として，
小学生以降の子供を対象に起業家教育に取り組んで
きている。若年層向けの起業家教育を行うにあたっ
て，このような，小学校・中学校・高等学校にアク
セスができる行政機関の存在は不可欠である。行政
とのつながりが乏しい団体などが，いかに優れたプ
ログラムを開発しても，特に義務教育レベルの学校
へのアクセスの難しさから実施が困難であるように
見える。
実際，本プログラムを実施する過程においても，
起業家教育プログラムの企画を考える複数の団体が
実施方法のヒアリングに訪れたが，実現に至った例
はない。それはやはり，行政と連携体制にない団体
が単独で実施しようとしていたために，参加者が集
まらないと判断したか，起業というテーマへの理解
が得られにくいと判断したからではないかと考える。
その点，教育委員会を通すなどしてプログラムへ
の理解が求めやすい行政機関の協力のもとでは，参
加者を集めやすく，その結果として教育の実行可能
性が高まるといえる。さらに，千葉市のような包括
的な事業のもとでは，小学校から大学まで首尾一貫
した起業家教育プログラムを提供できる可能性があ
る。本プログラムに対する千葉市側の講評を示す。
「中学生たちが，先生をはじめとして社会で活躍
する大人たちの話に真剣に耳を傾け，悩みながら
議論し，そして区民まつりで一生懸命に接客する
姿がとても印象的でした。
　このような，社会人と交流しながらビジネスを
考える経験は，学校ではなかなか得られない非常
に有意義なものと考えております。引き続き，さ
まざまな場面で貴学との連携・協力を図れますよ
う，何卒よろしくお願い申し上げます。」
ヨーロッパ諸国には，初等教育から大学までの一
連の教育の中で，起業を志すマインドセットをはぐ
くむ取り組みがあるという。起業家を育成するため
には，単発のイベントを体験するだけではなく，起
業というものに小さいころから継続して接する機会
があることが肝心である。そのためにも，行政機関
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との連携は不可欠な要素となるだろう。本プログラ
ムにおいては，そのような側面で一定の成果を果た
したということもできる。

６．まとめ

本プログラムの計画から実施に至る意図は，起業
家を教育によって生み出すことができるはずである
との問題意識に立ち，起業家教育プログラムの開発
およびその効果を収集したデータに基づいて量的に
検証することにあった。本プログラムの実行と効果
検証から得られた知見は，起業家につながる要素を
教育によって刺激することができるということであ
る。
起業体験プログラムの５年間にわたる実施の経
過，３年間にわたるデータ収集および分析結果をま
とめた。結果は，教育プログラムとしての効果があ
ることが再確認されたと同時に，その限界も再確認
するものであった。今回の分析は年度間の比較を行
うことに主眼を置いたため分析方法に変更は加えな
かったが，今後の研究においては分析方法，効果測
定方法の再検討が必要である。
本プログラムの参加者は，述べ70名を超えて，初
期の参加者は既に大学在学中か高等学校を卒業後に
就職をしている時期にある。その追跡調査も視野に
入れながら，新たな研究の可能性を探っていきたい。
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